債務不履行・保証債務ほか

１ 債務不履行／問題編（12問） 同／解答解説編
２ 連帯債務／問題編（８問） 同／解答解説編
３ 保証債務／問題編（12問） 同／解答解説編
４ 連帯保証／問題編（７問） 同／解答解説編
５ よくわかる！ 民法重点講座
【出題のねらい】
債務不履行があったとき，契約関係はどうなるのか，連帯債務等では，１人に対する事由がほか
にどう影響するかなどを正確に理解しているか，具体的な金額を設定して理解力の深さを判定します。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
＊ 問題文の末尾に（ ）で出題年を示していないものは，昭和年間に出題された問題です。
□■ １ 債務不履行／問題編
【問１】
Ａは，Ｂに対して金銭債権を有している。この場合，Ｂの債務の履行について確定期限があ
るときであっても，Ｂは，Ａから履行の請求を受けるまでは履行遅滞とはならない。
【問２】
ＡはＢに建物を売却する契約を締結した。この場合，当該建物の引渡し期日につき特段の定
めをしなかったときは，Ａは，ＢがＡに対し引渡しの請求をした時から遅滞の責任を負う。
【問３】
ＡはＢに建物を売却する契約を締結した。この場合，Ａの父の死亡後３か月後に当該建物を
引き渡す旨定めた場合は，ＡはＡの父の死亡した日から３か月を経過したことを知った時から
遅滞の責任を負う。
【問４】
金銭債務の不履行については，債権者は，損害の証明をすることなく，損害賠償の請求をす
ることができる。（2-2-1）
【問５】
Ａは，Ｂに対して金銭債権を有している。この場合，ＡがＢの債務不履行を理由として損害
賠償を請求してきた場合，Ｂは，不可抗力をもって抗弁することができる。
【問６】
ＡのＢに対する貸金に関し，ＡＢ間で返済時期について別段の定めがないときは，Ａは，相
当の期間を定めて，返済を催告することができる。（3-9-2）（2-3-4）
【問７】
債務不履行による損害賠償額の予定は，契約と同時にしなければならない。（2-2-2）
【問８】
債務不履行による損害賠償額の予定は，金銭以外のものをもってすることができる。
（2-2-3）
【問９】
ＡＢ間の土地売買契約中の履行遅滞の賠償額の予定の条項によって，Ａが，Ｂに対して損害
賠償請求をする場合に，Ａは，Ｂの履行遅滞があったことを主張・立証すれば足り，損害の発
生や損害額の主張・立証をする必要はない。（14-7-4）
【問10】
債務不履行による損害賠償額の予定をした場合でも，債権者は，実際の損害額が予定額より
大きいことを証明すれば，予定額を超えて請求することができる。（2-2-4）（16-4-3）
【問11】
ＡＢ間の土地売買契約中の履行遅滞の賠償額の予定の条項によって，Ａが，Ｂに対して損害
賠償請求をする場合，賠償請求を受けたＢは，自己の履行遅滞について，帰責事由のないこと
を主張・立証しても，免責されない。（14-7-1）
【問12】
ＡＢ間の土地売買契約中の履行遅滞の賠償額の予定の条項によって，Ａが，Ｂに対して損害
賠償請求をする場合に，Ｂが，Ａの過失を立証して，過失相殺の主張をしたときは，裁判所は
損害額の算定にその過失を斟酌（しんしゃく）することができる。（14-7-2）
＊＊＊ １ 債務不履行／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［履行遅滞］
債務の履行について確定期限があるときは，その確定期限が到来した時から，当然に履行遅
滞となります。履行請求があって遅滞となるのではありません。
【問２】○ ［履行遅滞──期限の定めがないとき］
債務の履行について期限を定めなかったときは，債務者は，履行の請求を受けた時から履行
遅滞の責任を負います。
「建物の引渡し期日につき特段の定めをしなかった」ときは，売主Ａは，買主Ｂが「引渡し
の請求をした時」から遅滞となるのです。
【問３】○ ［履行遅滞──不確定期限があるとき］
人の「死亡」は，到来することが確実ですが，その時期は不確定ですから，不確定期限にな
ります。債務の履行について不確定期限があるときは，債務者は，その期限の到来を知った時
から遅滞の責任を負います。
建物の引渡しについて，「父の死亡後３か月後」という不確定期限を定めたときは，売主Ａ
は，父の死亡後「３か月を経過したことを知った時」から遅滞の責任を負うことになるのです。
【問４】○ ［金銭債務の特則──損害の不証明］
金銭債務の不履行があった場合，債権者は，損害が発生したかどうかの損害の証明をしなく
ても，債務不履行があったという事実を立証するだけで損害賠償請求ができます。これは，金
銭債権の特質によるものです。
＊ 金銭債権というのは，「代金100万円を支払う」というように，一定額の金銭を支払うことを目
的とする債権のことで，「最も債権らしい債権」といわれます。現代の取引関係では，すべての債権が，
最終的には金銭債権によって解決されます（損害賠償金のように）。
【問５】× ［金銭債務の特則──不可抗力の抗弁］
金銭債務の不履行については，債務者は，不可抗力をもって抗弁することはできません。
債務不履行がたとえ不可抗力によるものである──大地震の発生（不可抗力）により代金の
支払いが遅れた──ことを証明しても損害賠償の責任を免れることはできません。
【問６】○ ［金銭債務の返済時期］
金銭消費貸借について返済時期を定めなかったときは，貸主Ａは，相当の期間を定めて返済
の催告をすることができます。
＊ 普通の債務の場合，履行期限を定めなかったときは，債務者は，履行の請求を受けた時（催告の
時）から遅滞となります。しかし，金銭の貸し借りのような金銭消費貸借の場合には，貸主は相当の期
間を定めて催告することとなっていますから，催告の時からではなく，相当期間経過後から遅滞になり
ます。「４月末日までに返還せよ」と４月10日に催告されたら，４月末日経過後に遅滞となるのであって，４月10日からではありません。
【問７】× ［賠償額の予定］
賠償額の予定は，契約と同時にする必要はなく，あとで追加的に定めてもさしつかえありま
せん。
【問８】○ ［賠償額の予定］
賠償額の予定は，金銭以外のものでしてもかまいません。古い判例に，白米を払うと約定し
た事例があります。
【問９】○ ［賠償額の予定］
賠償額の予定を定めた場合，債権者は，債務者の債務不履行という客観的な事実があったこ
とを証明すれば足り，実際に損害が発生したとか，損害額を証明する必要はありません。債務
不履行が債務者の責めに帰すべき事由によるものであるかどうかも証明不要です。
【問10】× ［賠償額の予定］
賠償額の予定をした場合には，債権者は，実際の損害額が予定額より大きいことを証明して
も，増額請求はできません。予定額以上に請求はできないのです。
賠償額の予定は，損害の有無・損害額などの立証を問題とせずに，一律に解決する趣旨なの
です。同じように，債務者が実際の損害額が少ないことを証明しても，減額請求はできません。
＊ したがってまた，裁判所もその額を増・減額することはできません。ただし判例は，賠償額が高
すぎて暴利行為となるときは，公序良俗違反（民法90条）を理由に，全部または一部を無効とし，過大な賠償額を減額できるとしています。
【問11】× ［賠償額の予定］
賠償額の予定は，あくまで債務不履行が成立する場合の問題ですから，債務者が，自己の履
行遅滞について帰責事由のない（自分に責任はない）ことを立証すれば，債務不履行そのもの
が成立せず，したがって免責されることになります。
【問12】○ ［賠償額の予定と過失相殺］
債務者が，債権者の過失を立証して，「過失相殺の主張」をすれば，裁判所は損害額の算定
について，その過失を斟酌することができます。
賠償額の予定というのは，損害の発生や損害額の立証を不要とする合意であって，過失相殺
の主張までも排除する趣旨ではありません。相手方に過失があれば，当然にこれを考慮しなけ
れば不公平です。
□■ ２ 連帯債務／問題編
【問１】
ＡとＢが，Ｃから土地を購入し，Ｃに対する代金債務については連帯して負担する（負担部
分は各１／２とする）契約を締結した。この場合，Ｃは，ＡとＢに対して，同時に，それぞれ
代金全額の支払いを請求することができる。（8-4-1）（13-4-2）
【問２】
Ａ及びＢは，Ｃと売買契約を締結し，連帯してその代金を支払う債務を負担している。この
場合，ＡがＣに対して債務を承認すると，Ｃの代金債権の消滅時効は，Ｂについても中断され
る。（1-10-3）（3-6-4）
【問３】
Ａ及びＢは，Ｃの所有地を買い受ける契約をＣと締結し，連帯して代金を支払う債務を負担
している。この場合，ＣがＡに対して期限の猶予をしたときは，Ｂの債務についても，期限が
猶予される。（3-6-2）
【問４】
Ａ及びＢは，Ｃと売買契約を締結し，連帯してその代金を支払う債務を負担している。この
場合，Ｃが死亡し，Ａがその相続人としてその代金債権を承継しても，Ｂの代金支払債務は，
消滅しない。（1-10-4）
【問５】
ＡとＢとが共同で，Ｃから，Ｃ所有の土地を2,000万円で購入し，代金を連帯して負担する
（連帯債務）と定め，ＣはＡ・Ｂに登記，引渡しをしたのに，Ａ・Ｂが支払をしない。この場
合に，Ｃから請求を受けたＢは，Ａが，Ｃに対して有する1,000万円の債権をもって相殺しな
い以上，Ａの負担部分についても，Ｂからこれをもって相殺することはできない。
（13-4-4）
【問６】
買主Ａ，Ｂ及びＣは，売主Ｄに対し900万円の連帯債務を負い，三者の負担部分は等しいも
のとする。この場合，Ａが破産手続開始の決定を受けたとき，ＤはＡの破産手続開始の決定財
団の配当に900万円をもって加入できる。
【問７】
買主Ａ，Ｂ及びＣは，売主Ｄに対し900万円の連帯債務を負い，三者の負担部分は等しいも
のとする。この場合，Ａが900万円をＤに弁済し，Ｂ及びＣに対し求償したが，Ｂは無資力で
あったとき，ＣはＡに対し450万円償還しなければならない。
【問８】
ＡとＢが，Ｃから土地を購入し，Ｃに対する代金債務については連帯して負担する（負担部
分は各１／２とする）契約を締結した。この場合，Ｃが，本件売買契約を解除する意思表示を
Ａに対してした場合，その効力はＢにも及ぶ。（8-4-4）
＊＊＊ ２ 連帯債務／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［連帯債務の性質］
債権者Ｃは，連帯債務者Ａ・Ｂに対して，同時に，それぞれ代金全額の支払いを請求するこ
とができます（Ａが全額を支払えば，Ｂはもう支払う必要がないのはもちろんです）。
＊ 連帯債務では，債権者は，連帯債務者の１人か数人または全員に対して，全部または一部の履行
を請求できます。この請求は，同時でも順次でもかまいません。１人１人の連帯債務者は，債権者に対
しては全額を支払う義務がありますから，債権者は，お金のありそうな人から全額を回収できます。
負担部分というのは，あくまでも債務者同士の内部的な分担割合であって，債権者に対する本来の債
務ではないことに注意してください。
【問２】× ［相対的効力の原則──債務の承認］
連帯債務者の１人Ａが債務の承認をして，Ｃの代金債権の消滅時効が中断しても，中断の効
力はＢについては生じません。
連帯債務は，債務者１人１人が独立に債務を負担するものですから，１人について生じた事
由は，原則として他の債務者には効力を生じないのです（相対的効力の原則）。
債務の承認など，請求以外による時効中断には，相対的効力しかありません。
【問３】× ［相対的効力の原則──期限の猶予］
連帯債務者Ａに対して期限の猶予をしても，Ｂの債務は猶予されません。たとえば，４月13

日の支払期日を，Ａについてだけ５月末日としても，Ｂの支払期限は４月13日のままです。
１人について生じた事由は，他の債務者には影響しないというのが，連帯債務の原則です
（相対的効力の原則）。
【問４】× ［連帯債務者の１人との混同──絶対効］
債権者Ｃが死亡し，連帯債務者Ａが，Ｃを相続して代金債権を承継した場合には，混同が生
じ，Ａは弁済したものとみなされます。
Ａが弁済すれば，連帯債務者Ｂの代金支払債務も，当然に消滅します（混同の絶対的効力）。
＊ 混同は，両方を存在させておく必要のない２つの権利が同一人に帰属する状態ですから，物権や
債権の消滅原因となります。
【問５】× ［他の連帯債務者による相殺の援用──絶対効］
Ａが反対債権を有する場合，Ａが相殺を援用しないときは，その負担部分についてだけ，Ｂ
が相殺を援用できます。
つまり，Ｂは，「Ａの負担部分」について，Ｃの代金債権と相殺できるのです。法律関係を
簡易に決済するためです。
2000万円（代金債権）→→→→ Ａ
←←←←←←←←←←←← 1000万円（反対債権）
Ｃ
2000万円→→→→→→→→→→Ｂ
←←←←←←←←←←←← 相殺（Ａの負担部分で）
＊Ａの負担部分が700万円であれば，Ｂは相殺を援用して1300万円
弁済すればよいことになります。
＊ 相殺援用を認めないとすると，ＢはＣに2000万円弁済して，Ａから700万円求償することに
なりますが，援用を認めれば，Ｃに1300万円弁済するだけで簡易に決済できます。
【問６】○ ［連帯債務者についての破産手続の開始］
連帯債務者の全員，または数人が破産手続開始の決定を受けたときは，債権者は，債権全額
について，つまり900万円全額をもって配当に加入できます。
【問７】○ ［無資力者がある場合の求償権］
連帯債務者の中に償還する資力のない者があるときは，その償還できない部分は，求償者間
で，各自の負担部分に応じて分割負担することになります。
Ｂの償還できない300万円は，Ａ・Ｃが，その負担部分（１：１）に応じて150万円ずつ分担
しますから，Ｃの償還額は450万円となります。
【問８】× ［解除権の不可分性］
Ｃが，Ａに対してのみ解除の意思表示をしても，その効力はＢには及びません。
連帯債務のように，当事者の一方が数人ある場合には，契約の解除は，その全員から，また
は全員に対してのみすることができます（解除権の不可分性）。
一部の者とだけ解除の効果を認めると，法律関係が複雑になるからです。
□■ ３ 保証債務／問題編
【問１】
ＡがＢに対して負う債務について，Ｃは保証人（ただし，連帯保証人ではない）となった。
この場合，Ｃの保証債務は，ＡがＢに対して負う債務の元本及び利息についてのみであり，Ａ
に債務不履行があった場合の違約金，損害賠償等を含まない。
【問２】
Ａは，ＢのＣに対する1,000万円の債務について，保証人となる契約を，Ｃと締結した。こ
の場合，ＢのＣに対する債務が条件不成就のため成立しなかった場合，Ａは，Ｃに対して保証
債務を負わない。（6-9-2）
【問３】
保証人の負担が債務の目的又は態様につき主たる債務より重いときは，保証債務は，主たる
債務の限度に減縮される。
【問４】
Ａは，ＢのＣに対する1,000万円の債務について，保証人となる契約を，Ｃと締結した。こ
の場合，ＡＣ間の保証契約締結後，ＢＣ間の合意で債務が増額された場合，Ａは，その増額部
分についても，保証債務を負う。（6-9-3）
【問５】
ＡがＢに対して負う債務について，Ｃは保証人（ただし，連帯保証人ではない）となった。
この場合，Ｃは，自己の保証債務についてのみ違約金又は損害賠償の額をＢと約定することが
できる。
【問６】
債務者が保証人を立てる義務を負うときは，その保証人は，行為能力者であり，かつ，弁済
の資力があるものでなければならない。
【問７】
Ａは，ＢのＣに対する1,000万円の債務について，保証人となる契約を，Ｃと締結した。こ
の場合，ＣがＡを保証人として指名したため，Ａが保証人となった場合，Ａが破産手続開始の
決定を受けても，Ｃは，Ｂに対して保証人の変更を求めることができる。（6-9-1）
【問８】
Ａは，Ａの所有する土地をＢに売却し，Ｂの売買代金の支払債務についてＣがＡとの間で保
証契約を締結した。このとき，Ｃの保証債務にＢと連帯して債務を負担する特約がない場合，
Ｂに対する履行の請求その他時効の中断は，Ｃに対してもその効力を生ずる。（15-7-4）
【問９】
保証人（ただし，連帯保証人ではない）は，債権者から債務の履行の請求を受けたときは，
原則として，まず主たる債務者に催告をするよう請求することができる。
【問10】
Ａは，Ａの所有する土地をＢに売却し，Ｂの売買代金の支払債務についてＣがＡとの間で保
証契約を締結した。このとき，Ｃの保証債務にＢと連帯して債務を負担する特約がない場合，
ＡがＣに対して保証債務の履行を請求してきても，Ｃは，Ｂに弁済の資力があり，かつ，執行
が容易であることを証明することによって，Ａの請求を拒むことができる。（15-7-2）
【問11】
Ａは，ＢのＣに対する1,000万円の債務について，保証人となる契約をＣと締結した。この
場合，ＣがＡに対して直接1,000万円の支払いを求めて来ても，ＢがＣに600万円の債権を有
しているときは，Ａは，Ｂの債権による相殺を主張して，400万円を支払えばよい。（6-9-4）
【問12】
Ａは，宅地建物取引業者Ｂからマンションを購入し，Ｂの保証を受けてＣ銀行から金銭を借
り入れ，その支払いに充てた。この場合，Ｂは，Ａの委託を受けなくても保証をなすことがで
きるが，Ａの意思に反して保証をなすことはできない。
＊＊＊ ３ 保証債務／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［保証債務の範囲］
保証債務は，主たる債務に関する利息，債務不履行があった場合の「違約金，損害賠償等」，
主たる債務に従たるすべてのものを含みます。
【問２】○ ［保証債務の付従性］
Ｂの主たる債務が，条件不成就のため成立しなかった場合，Ａの保証債務も成立しません。
保証債務は，主たる債務を担保することが目的ですから，必ず主たる債務の存在を前提とし
ており，主たる債務がなければ成立せず，主たる債務が消滅すれば消滅します。これを保証債
務の付従性といいます（担保物権の付従性と同じです）。
同様に，主たる債務が錯誤を理由に無効だったり，詐欺を理由に取り消された場合にも，保
証債務は成立しません。
【問３】○ ［保証人の負担が主たる債務より重い場合］
保証債務は，主たる債務と同じ内容を有する従たる債務ですから，保証人の負担が，目的・
態様において主たる債務より重いときは，主たる債務の限度に減縮されます。
主たる債務が100万円で保証債務が120万円だったり，主たる債務が条件付きなのに，保証債
務が無条件だったりすることは許されず，それぞれ100万円・条件付きに減縮されます。
【問４】× ［保証債務の範囲］
保証契約締結後に，債権者・債務者の「合意で債務が増額」されても，保証人Ａは増額部分
については保証債務を負いません。
保証債務は，常に現在における主たる債務を担保するものですから，主たる債務の変更に応
じてその内容を変更するのが，原則です（主たる債務が損害賠償債務に変わったような場合）。
しかし，保証債務は，保証契約によってすでに定まっており，保証人の意思に基づかないで不
利益を強いることは不適切ですから，後に主たる債務の内容が加重されても，保証人に効力は
及びません。付従性もこの限りで制限されるのです。
【問５】○ ［保証債務の範囲］
保証人は，自分の保証債務についてのみ，債務不履行の場合の違約金または損害賠償額を約
定することができます。担保物権を設定してもかまいません。
この場合は，保証債務の目的・態様が変えられるのではなく，単にその履行を確実にするこ
とが目的だからです。
【問６】○ ［保証人の要件］
保証人となる資格に制限はありません。当事者間の契約で自由に決めることができます。
しかし，債務者が，担保の方法として保証人を立てる義務を負う場合には，保証人は──，
①行為能力者であること，②弁済資力を有すること，の２要件を備えなければなりません。
①は，制限行為能力を理由に保証契約が取り消されることを防ぐため，②は，保証債務が確
実に弁済されるようにするためです。
【問７】× ［保証人の要件──債権者が指名した場合］
債務者が保証人を立てる義務を負う場合，保証人は，①行為能力者，②弁済資力を有する，
の２要件を備えなければならず，後に②の資格を欠けば，債権者は，債務者に対して保証人の
変更を請求できます。
しかし，債権者が，Ａを保証人として指名した場合は，Ａが破産手続開始の決定を受け弁済
資力を失っても，債務者Ｂに対して保証人の変更を求めることはできません。自ら指名のリス
クを負うべきだからです。
【問８】○ ［主たる債務者について生じた事由］
「Ｃの保証債務にＢと連帯して債務を負担する特約がない」とありますから，連帯保証では
なく，普通の保証債務です。
保証債務の場合，主たる債務者Ｂに対する履行の請求その他の事由による時効の中断は，保
証人Ｃに対しても，その効力を生じます。主たる債務者について生じた事由は，原則として，
すべて保証人についても効力を生じます（保証債務の付従性）。
【問９】○ ［催告の抗弁権］
保証人は，債権者から履行の請求を受けたときは，原則として，まず主たる債務者に催告を
するよう請求できます。これを催告の抗弁権といいます。
保証債務は，主たる債務が履行されないときに履行する従たる債務だからです。これを保証
債務の補充性といいます。
＊ ただし，主たる債務者が破産手続開始の決定を受けたとき，またはその行方が知れないときは，
保証人に催告の抗弁権はありません。
【問10】○ ［検索の抗弁権］
「Ｃの保証債務にＢと連帯して債務を負担する特約がない」普通の保証債務の場合，保証人
Ｃは，主たる債務者Ｂに，①弁済の資力があり，かつ，②執行が容易であることを証明するこ
とによって，債権者Ａの請求を拒むことができます。これを検索の抗弁権といい，やはり保証
債務の補充性によるものです。
＊ なお，主たる債務者が，債権者から履行の請求を受けたとき，まず保証人に催告せよと請求する
ことはできません。主たる債務者は履行するのが当然ですから，催告の抗弁権，検索の抗弁権がないの
はいうまでもありません。
【問11】○ ［保証人の相殺権］
保証人は，主たる債務者の有する債権による相殺をもって，債権者に対抗することができま
す（保証債務の付従性）。つまり，保証人Ａは，Ｂの反対債権600万円で相殺して，400万円だ
け支払えばいいのです。
＊ 保証人が，主たる債務の有する同時履行の抗弁権を行使できることはもちろんです。買主の代金
債務の保証人などに多い事例です。
【問12】× ［委託による保証］
保証人は，主たる債務者の「委託を受けなくても」保証をすることができ，また，その「意
思に反して」も保証することができます。
保証契約は，債権者と保証人との契約ですから，主たる債務者の委託・意思を問題としない
のです。
□■ ４ 連帯保証／問題編
【問１】
ＡがＢに1,000万円を貸し付け，Ｃが連帯保証人となった場合，Ａは，自己の選択により，
Ｂ及びＣに対して，各別に又は同時に，1,000万円の請求をすることができる。
（10-4-1）（16-6-1）
【問２】
ＡがＢに1,000万円を貸し付け，Ｃが連帯保証人となった場合，Ｃは，Ａからの請求に対し
て，自分は保証人だから，まず主たる債務者であるＢに対して請求するよう主張することがで
きる。（10-4-2）
【問３】
ＡがＢに対して負う債務について，ＣはＢとの間に連帯保証契約を締結した（ほかに特約は
ない）。この場合，Ａに弁済の資力があり，かつ，執行が容易であることをＣが証明しても，
Ｂは，まずＣの財産に対して執行することができる。
【問４】
ＡのＢに対する債権（連帯保証人Ｃ）について，ＡがＢに対して訴訟により弁済を求めた場
合，Ｃの債務についても，時効中断の効力を生じる。（7-3-3）（16-6-4）
【問５】
ＡがＢに対して負う債務について，ＣはＢとの間に連帯保証契約を締結した（ほかに特約は
ない）。この場合，ＡがＢに対して債権を有していても、Ｃはこの債権による相殺をもってＢ
に対抗することができない。
【問６】
Ａは，Ｂが購入した住宅の代金支払債務につき連帯保証人となる契約を，売主Ｃと締結した。
この場合，ＡＣ間の連帯保証契約が締結された後，ＢＣ間の合意で売買代金が増額されたとし
ても，Ａはもとの代金の限度においてのみ連帯保証債務を負えばよい。
【問７】
ＡがＢに対して負う1,000万円の債務について，Ｃ及びＤが連帯保証人となった場合（ＣＤ
間に特約はないものとする）に，ＣがＢから1,000万円の請求を受けたときは，Ｃは，Ｂに対
し，Ｄに500万円を請求するよう求めることができる。（5-4-2）
＊＊＊ ４ 連帯保証／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［連帯保証の性質］
債権者Ａは，主たる債務者Ｂおよび連帯保証人Ｃに対して，別々にまたは同時に，1,000万
円全額の請求をすることができます。
連帯保証は，保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担する保証債務で，主たる債務者と
保証人が連帯債務の関係にあるのです。
＊ 保証人には催告と検索の抗弁権があり，債権者が請求しても一時的にせよ拒否されますから，債
権の効力がそれほど強いわけではありません。ところが，連帯債務の関係になれば，保証とはいいなが
ら，ほとんど連帯債務ですから，債権はより強力になります。
【問２】× ［催告の抗弁権］
連帯保証人Ｃには，催告の抗弁権がなく，Ａからの請求に対して，まず主たる債務者Ｂに対
して請求するよう主張することはできません。
連帯保証人は，連帯債務者と同じ立場にありますから，催告の抗弁権・検索の抗弁権はあり
ません。連帯債務にこれらの抗弁権がないのと同じなんです。
【問３】○ ［検索の抗弁権］
主たる債務者Ａに弁済の資力があり，かつ，執行が容易であることを，連帯保証人Ａが証明
しても，債権者Ｂは，Ｃの財産に執行することができます。
連帯保証人は，主たる債務者と連帯して債務を負担するため，検索の抗弁権はないのです。
【問４】○ ［主たる債務者について生じた事由の効力］
主たる債務について時効中断の事由が生じるときは，常に保証人・連帯保証人についても効
力を生じます。請求はもちろんのこと，債務の承認も同様です。
「訴訟により弁済を求めた」というのは，裁判上の請求のことで時効の中断事由でしたね。
＊ 連帯保証は，保証人が主たる債務者と連帯して債務を負担する保証ですから，保証債務であるこ
とに加えて，連帯債務の性質を合わせもっていますので，少しややこしくなります。
ただし，あくまでも保証債務ですから，主たる債務者に生じた事由は，すべて保証人・連帯保証人に
も及ぶという付従性はシッカリあるのです。
【問５】× ［連帯保証人の相殺援用］
主たる債務者Ａが債権者Ｂに対して反対債権を有する場合，連帯保証人Ｃは，この反対債権
による相殺をもって，Ｂに対抗することができます。保証人の相殺援用と同じです。
【問６】○ ［保証債務が主たる債務より重く変更された場合］
連帯保証契約の締結後に，債権者と債務者の「合意で売買代金が増額」されても，連帯保証
債務に影響はありません。連帯保証人Ａは，もとの代金の限度で債務を負うだけでいいのです。
連帯保証も保証債務ですから，その内容は，ＡＣ間の保証契約で決まり，ＢＣ間の合意で加
重することは許されないのです。→ 保証債務【問４】参照。
【問７】× ［連帯保証と分別の利益］
1,000万円の請求を受けた連帯保証人Ｃは，債権者Ｂに対し，連帯保証人Ｄに500万円を請
求せよと求めることはできません。
数人の保証人が保証債務を負担する共同保証の場合，共同保証人Ｃ・Ｄは，それぞれ均等割
合で分割した額についてだけ債務を負担します。これを分別の利益といいます。
しかし，Ｃ・Ｄが連帯保証である場合，分別の利益はなく，それぞれ全額弁済の義務があり
ます。
□■□■□■□■□■□■ ５ よくわかる！ 民法重点講座□■□■□■□■□■□■□
債務不履行，保証債務について重要点をまとめました。基本ですから，繰り返し読んで，完全にマス
ターしましょう。
□■ 金銭債権□■
金銭債権というのは，1000万円支払えというように，一定額の金銭の支払いを目的とする債
権です。売買契約の代金とか，賃貸借契約における賃料，お金の貸し借りのような金銭消費貸
借契約における貸金などが代表例です。
１ 返済時期
金銭消費貸借の場合，返済時期を定めなかったときは，借主は，いつでも返済することがで
きます。しかし，貸主が返済を請求するには，相当の期間を定めて催告する必要があります。
２ 金銭債務不履行における損害の証明
金銭債務の不履行があった場合，債権者は，現実に発生した損害の証明をしなくても，損害
賠償を請求できます。金銭債務の場合は，債務不履行があったという事実を立証するだけでい
いのです。
３ 金銭債務不履行における抗弁
金銭債務の不履行については，債務者は，不可抗力をもって抗弁することができません。つ
まり，債務不履行が不可抗力によるものであることを証明しても，賠償責任を免れることはで
きないのです。
□■ 債務不履行□■
債務不履行というのは，期日が来ても代金を払わない，土地・建物を明け渡さないというよ
うに，債務者が，故意または過失（帰責事由）により債務の本旨に従った履行をしないことを
いいます。①履行遅滞，②履行不能，③不完全履行の３タイプがありますが，宅建試験では，
①，②を確認しておきましょう。
債務不履行があれば，債権者は，それを理由に契約解除および損害賠償請求ができます（契
約解除等については次回練習します）。
１ 履行遅滞──いつから遅滞といえるのかを押さえる
履行遅滞は，履行ができるにもかかわらず履行期を経過しても履行しない場合をいいます。
いつから遅滞となるかは，履行期の種類により違ってきます。
① 確定期限があるときの履行遅滞
債務の履行について，「平成21年12月31日に支払う」というように，確定期限があるとき
は，債務者は，その期限到来の時から当然に履行遅滞となります。
② 不確定期限があるときの履行遅滞
債務の履行について，「ある人が死亡したときに支払う」というように，不確定期限があ
るときは，債務者は，その期限の到来したことを知った時から遅滞の責任を負います。
③ 期限の定めがないときの履行遅滞
債務の履行について「期限を定めなかったとき」は，債務者は，債権者から請求を受けた
時から遅滞となります。
ただし債務者が，「同時履行の抗弁権」や「留置権」を有するときは，履行遅滞とはなりま
せん。
＊ 履行遅滞中の履行不能
期限に遅れたため暴風雨にあって建物が全壊したというように，債務者の履行遅滞中に履行
不能となった場合には，それが債務者の責めに帰することができない事由（不可抗力など債務
者の責任ではない）によるものであっても，履行不能の責任を負います。
すでに履行遅滞にある者は，信義側上，その後の履行については全責任を負うべきだとされ
ているのです。
２ 履行不能
いったん有効に成立した債権も，その履行が不能（後発的不能）になれば消滅し，債権者は
履行に代わる損害賠償請求権を取得します。
売主が，土地を第三者に二重に譲渡して登記を終わったような場合は，履行不能となります。
また，一部が不能となって，残部だけでは契約目的を達成できないときは全部不能と同じよ
うに扱われます。
３ 過失相殺──債権者の過失も考慮するのが公平だ
債務不履行があった場合，債権者にも過失があるときは，債務者だけに損害を負担させるの
は不公平ですから，その責任を適切に軽減する必要があります。これを過失相殺といい，不法
行為にも認められています。
４ 賠償額の予定──損害を証明するのは面倒
あらかじめ当事者で，債務不履行の場合に賠償すべき額を定めることがあります。これを損
害賠償額の予定といい，債権者は，不履行の事実を証明すれば，それだけで約定の賠償額を請
求できます。損害を受けたことを証明する必要はありません。
もともと賠償額の予定は，損害の有無や実際の損害額についての立証を問題とせずに，一
律に解決するという趣旨でなされます。
① 増額・減額の禁止
債権者は，実際の損害額が予定額より大きいことを証明しても，増額請求はできません。
同様に，債務者が実際の損害額が少ないことを証明しても減額請求はできません。
したがってまた，裁判所もその額を増額も減額もできません。過失の有無，損害の有無・
額について一切の紛争を避けるというのが当事者の意思ですから，これを尊重したのです。
ただし判例によれば，賠償額が高すぎるなど，暴利行為となるときは，公序良俗違反（民
法90条）を理由に，全部または一部が無効とされ，過大な賠償額を減額できるとされます。
② 証明の範囲
債権者は，債務不履行という客観的な事実の生じたことを証明すれば足り，それが債務者
の責めに帰すべき事由によることも，また損害の発生や損害額を証明しなくても，予定賠償
額を請求できます。
③ 債務者の免責
賠償額の予定は，あくまで債務不履行が成立する場合の問題ですから，債務者は，自己の
債務不履行について，責任がない・帰責事由がないことを立証すれば免責されます。
④ 賠償額の予定と過失相殺
債務者が，債権者の過失を立証して，過失相殺の主張をすれば，裁判所は損害額の算定に
ついて，その過失を斟酌（考慮）することができます。
賠償額の予定は，過失相殺を排除する趣旨まで含むものではないのです。
⑤ 違約金との関係
違約金というのは，債務不履行があった場合に，支払うべきものと約定される一種の制裁
金ですが，さまざまな内容をもっているため，民法は，一律にこれを賠償額の予定と推定し
ました。

□■ 保証債務□■
買主が代金100万円を支払えないときに，その保証人が代金を支払うというように，保証債
務というのは，主たる債務が履行されない場合に，これを履行することによって，主たる債務
が履行されたのと同一の利益を債権者に与えるものです。保証人がその履行の責任を負うこと
によって主たる債務を担保するのです。
主たる債務と保証債務とが主従の関係にあり，したがって，付従性を有するというのが保証
債務の最大の特質です。
１ 保証契約の書面性──平成17年の改正点
保証契約は，契約書などの書面でしなければ効力を生じません。つまり無効です。
従来，あいまいな保証契約によって保証人に過重な責任を負わせていたため，書面により明
確化させようという趣旨です。
２ 保証債務の付従性
保証債務は，主たる債務を担保することが目的ですから，必ず主たる債務の存在を前提とし
ており，主たる債務なしには成立することができません。
① 主たる債務が，条件不成就のため成立しない場合や，主たる債務が無効である場合は，
保証債務も不成立・無効です。
② 主たる債務の変更に応じて，その内容を変更します。主たる債務が損害賠償債務に変わ
れば，保証債務もこれを担保します。
③ 主たる債務が消滅するときは，その理由が何であっても，保証債務も消滅します。
④ 保証債務は，その態様において主たる債務より重いものであることは許されません。
⑤ 保証人は，主たる債務者の有する抗弁権を援用できます。たとえば──
・主たる債務者の有する同時履行の抗弁権を行使できます。買主の代金債務の保証人など
に多くみられます。
・保証人は，主たる債務者の有する反対債権をもって相殺することができます。
・主たる債務が時効消滅したときは，保証人はこれを援用して，保証債務の消滅を主張で
きます。
・しかし，主たる債務者の有する取消権は行使できません。保証人は取消権者ではないか
らです（民法120条）。
⑥ 主たる債務が移転されるときは，保証債務もともに移転します（保証債務の随伴性）。
⑦ 保証債務は，補充性を有します。つまり，主たる債務が履行されない場合に，第二次的
に履行すべき債務です。催告の抗弁権・検索の抗弁権があるのは，この理由によります。
３ 主たる債務
主たる債務は，将来発生する特定の債務，または特定の条件付債務であってもかまいません。
継続的な取引関係から生じる複数の債務を一定の決算期において保証する根保証も認められ
ます。根保証に関しては，平成17年の法改正で明文化されました。
４ 主たる債務者について生じた事由──付従性の影響を受ける
主たる債務者について生じた事由は，保証債務の付従性により，原則としてすべて保証人に
も効力を及ぼします。
主たる債務者に対する履行の請求，主たる債務者による債務承認など，すべて時効の中断事
由は，保証人にも効力を生じるのです。
５ 保証人について生じた事由
主たる債務者に対して効力は生じません。したがって保証人が債務の承認をしても，主たる
債務の消滅時効を中断することはありません。
６ 保証人の要件
保証人になることができる者には，とくに制限はありません。債権者は適当な者と保証契約
を締結できます。しかし，債務者が，法律または契約によって保証人を立てる義務を負う場合
には，一定の制限があります。
つまり，①行為能力者であること，②弁済資力を有すること，の２つの要件を備える者を保
証人としなければなりません。
保証人が，②の要件を欠くに至ったときは，原則として債権者は，その要件を備える者を保
証人とするよう請求できます。
７ 保証人の抗弁権
① 催告の抗弁権
保証人は，債権者から履行の請求を受けたときは，原則として，まず主たる債務者に催告
をするよう請求できます。これを催告の抗弁権といいます。
保証債務は，主たる債務が履行されないときに履行するものだからです（補充性）。
② 検索の抗弁権
保証人は，主たる債務者に，弁済の資力があり，かつ，執行が容易であることを証明する
ことによって，債権者の請求を拒むことができます。これを検索の抗弁権といい，やはり保
証債務の補充性によるものです。
８ 保証契約と主たる債務者
保証契約は，主たる債務者の委託を受けなくても，また，主たる債務者の意思に反しても，
することができます。保証契約は，債権者と保証人との契約ですから，主たる債務者の委託・
意思を問題としないのです。
□■ 根保証□■
保証契約の適正化と民法の現代語化を主な改正点とする「民法の一部を改正する法律」が，
平成17年４月１日より施行されています。
ここでは，個人の保証人を保護するため新設された，貸金等根保証契約について，要点を確
認しておきましょう。
１ 極度額（限度額）の定め
書面上，極度額の定めのない根保証契約は無効です。保証の極度額には，主債務の元本，利
息，損害賠償のすべてを含みます。
２ 元本確定期日の定め（保証期間の制限）
根保証をした保証人は，元本確定期日までの間に行われた融資に限って保証債務を負担しま
す。この元本確定期日は──
① 契約で定める場合には，契約締結日から５年以内
② 契約で定めていない場合には，契約締結日から３年後の日となります。
もし，契約で５年を超える日を定めた場合には，確定期日の定めは無効とされ，元本確定期
日の定めがないこととなり，結局，締結日から３年後が元本確定日となります。
なお，根保証契約の締結後に，当初の元本確定期日を変更して延長することもできますが，
この変更には，債権者と保証人の合意が必要であり，また，変更後の元本確定期日は，その変
更をした日から５年以内の日でなければなりません。
３ 元本確定の事由
貸金等根保証契約における主たる債務の元本は，主たる債務者または保証人について，次の
①～③の事由があったときに確定します。
① 強制執行を受けたとき
② 破産手続開始の決定を受けたとき
③ 死亡したとき
４ 書面の作成──根保証に限らず，すべての保証契約に適用
貸金等根保証契約は，書面でしなければ効力を生じません。つまり無効です。
（この項終わり）__
□■ 目次
【権利関係編──民法（債権編）／債権譲渡・契約解除ほか】（問題数４９問）
１ 債権譲渡／問題編（12問） 同／解答解説編
２ 相殺／問題編（９問） 同／解答解説編
３ 危険負担／問題編（６問） 同／解答解説編
４ 同時履行の抗弁権／問題編（６問）同／解答解説編
５ 契約の解除／問題編（16問） 同／解答解説編
【出題のねらい】
契約の最終的な履行段階である弁済と，弁済がなされなかった場合の契約解除について，基本的
な事項を正確に理解しているか，さまざまな角度からチェックします。
以下の問で，正しいものには○，誤っているものには×をつけなさい。
＊ 問題文の末尾に（ ）で出題年を示していないものは，昭和年間に出題された問題で
す。
□■ １ 債権譲渡／問題編
【問１】
ＡがＢからＢのＣに対する貸金債権の譲渡を受けた場合に，その債権の譲渡についてＣの承
諾がないときは，ＢからＣに債権譲渡の通知をしないと，Ａは，Ｃから債権の取立てをするこ
とができない。（5-5-1）
【問２】
Ａが，Ｂに対して有する金銭債権をＣに譲渡した場合に，Ｂが譲渡を承諾する相手方は，Ａ
又はＣのいずれでも差し支えない。（12-6-2）
【問３】
ＡがＢに対する貸金債権をＣに譲渡した場合，Ｃは，その旨をＢに確定日付のある証書で通
知しなければ，第三者に対抗することができない。（2-3-1）
【問４】
契約時点ではまだ発生していない将来債権でも，発生原因や金額などで目的債権を具体的に
特定することができれば，譲渡することができ，譲渡時点でその債権発生の可能性が低かった
ことは譲渡の効力を直ちに否定するものではない。（19-9-3）
【問５】
Ａは，Ｂに対して有する売買代金債権をＣに譲渡した。この場合，当該債権につき譲渡禁止
の特約が付されているときは，当該特約の存在につきＣが善意であっても，ＣはＢに対し債務
の履行を請求できない。
【問６】
Ａが，ＡのＢに対する金銭債権をＣに譲渡した場合に，Ａは，Ｃへの譲渡について，Ｂに対
しては，Ａの口頭による通知で対抗することができるが，第三者Ｄに対しては，Ｂの口頭によ
る承諾では対抗することができない。（9-5-1）
【問７】
Ａは，Ｂに対して貸付金債権を有しており，Ａはこの貸付金債権をＣに譲渡した。この場合，
Ａが貸付金債権をＤに対しても譲渡し，Ｃへは確定日付のない証書，Ｄへは確定日付のある証
書によってＢに通知したが，いずれの通知もＢによる弁済前に到達したとき，Ｂへの通知の到
達の先後にかかわらず，ＤがＣに優先して権利を行使することができる。（15-8-3）
【問８】
Ａは，Ｂに対して貸付金債権を有しており，Ａはこの貸付金債権をＣに譲渡した。この場合，
Ａが貸付金債権をＥに対しても譲渡し，Ｃへは平成15年10月10日付，Ｅへは同月９日付のそれ
ぞれ確定日付のある証書によってＢに通知した場合で，いずれの通知もＢによる弁済前に到達
したとき，Ｂへの通知の到達の先後にかかわらず，ＥがＣに優先して権利を行使することがで
きる。（15-8-4）（12-6-3）
【問９】
ＡがＢからＢのＣに対する貸金債権の譲渡を受けた場合に，ＣがＢの債権者Ｄの申立てによ
る差押命令の送達を受けたときは，その送達前にＢから確定日付のある債権譲渡通知が届いて
いても，Ｃは，Ｄの取立てに応じなければならない。（5-5-3）
【問10】
Ａが，ＡのＢに対する金銭債権をＣに譲渡した場合に，Ｃへの譲渡についてのＡの確定日付
証書による通知と，第三者Ｅの同一債権に対する差押命令とが，同時にＢに到達したとき，Ｂ
は，Ｅへの支払，供託等によりこの債権が消滅していない以上，Ｃからの請求を拒むことはで
きない。（9-5-4）
【問11】
指名債権が二重に譲渡され，確定日付のある各債権譲渡通知が同時に債務者に到達したとき
は，各債権譲受人は，債務者に対し，債権金額基準で按分した金額の弁済請求しかできない。
（19-9-1）
【問12】
Ａが，ＡのＢに対する金銭債権をＣに譲渡した場合に，Ｂは，譲渡の当時Ａに対し相殺適状
にある反対債権を有するのに，異議をとどめないで譲渡を承諾したときは，善意のＣに対しこ
れをもって相殺をすることはできないが，Ａが譲渡の通知をしたにとどまるときは，相殺をす
ることができる。（9-5-2）（12-6-4）
＊＊＊ １ 債権譲渡／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［債権譲渡の対抗要件］
（債権者）Ｂ→通知→→→ ←←←承諾←Ｃ（債務者）
↓
譲渡↓
↓
Ａ（譲受人）
債務者Ｃの承諾がないときは，譲渡人ＢからＣに通知をしないと，譲受人Ａは，Ｃから債権
の取立てをすることはできません。
債権譲渡を債務者その他の第三者に対抗（主張）するには，①譲渡人が債務者に通知するか，
または，②債務者の承諾を必要とします。譲受人が，債務者に対して債権を行使するためには，
債務者の方で，債権者が変更した事実を知っていなければなりませんから，①，②のどちらか
一方が必要なのです。
＊ 承諾というのは，同意するという意味ではなく，単に債権が譲渡されたという事実を了承するこ
とです。
【問２】○ ［承諾の相手方］
債務者Ｂが承諾する相手方は，譲渡人Ａ・譲受人Ｃのどちらでもかまいません。
債務者の承諾を債権譲渡の対抗要件としたのは，債務者が誤って弁済することがないように
するためですから，要するに，債務者が譲渡の事実を知っていればいいのです。
【問３】× ［債権譲渡の対抗要件］
譲受人Ｃが，「確定日付のある証書」で債務者Ｂに債権譲渡の通知をしても，第三者に対す
る対抗要件とはなりません。
通知は，譲渡により債権を失う譲渡人がするからこそ信頼性があるのですから，譲渡人がし
なければならず，譲受人の通知は，たとえ確定日付ある証書でなされても対抗力はないのです。
＊ 確定日付のある証書というのは，たとえば公正証書や内容証明郵便などをいいます。これらの証
書は，公証人とか郵便局長など職業的規律に服する人が，客観的な第三者の立場で日付を記載するため，
取引の当事者の共謀によって日付を勝手に操作することが不可能となります。日付が，法律上の権利を
左右する場面では決定的な証拠力となるのです。
【問４】○ ［将来債権の譲渡］
まだ発生していない債権を譲渡できるかという問題です。
将来発生する診療報酬債権の譲渡について，【判例】は，発生原因や金額，期間の始期・終
期を明確にするなどして，債権が「具体的に特定することができれば」，有効に譲渡できると判
断しました。「債権発生の可能性」を要件とはしませんでした。
【問５】× ［譲渡禁止の特約と善意の第三者］
債権譲渡の禁止の特約があっても，この特約は，善意の第三者に対しては効力を生じません。
特約の存在について，譲受人Ｃが善意であれば債権譲渡は有効であり，Ｃは，債務者Ｂに対
し債務の履行を請求できます。
＊ 善意の第三者は無過失であることを要するかについて，判例は，譲受人に「重大な過失があると
きは，悪意と同様に扱うべき」として，悪意または善意重過失の場合には，債務者は，禁止特約を対抗
できるとしました。譲受人は軽過失があっても債権を取得できるのです。
【問６】○ ［通知・承諾の対抗力］
Ａ→Ｃの債権譲渡を，①債務者Ｂに対抗するには，口頭による通知・承諾で足りますが，②
債務者以外の第三者Ｄに対抗するには，確定日付ある証書による通知・承諾が必要です。
第三者に対しては，債務者の「口頭による承諾」では対抗できません。
【問７】○ ［対抗力のある通知］
Ａ →→→→→→→→ Ｂ
↓ ↓ 二重譲渡
↓ ↓
確定日付なしＣ ↓
Ｄ 確定日付あり
通知が，Ｃへの確定日付のない証書と，Ｄへの確定日付のある証書によってなされた場合，
「通知の到達の先後にかかわらず」，Ｄが，Ｃに優先して債権を取得します。
確定日付のない証書によって通知されたＣへの債権譲渡は，第三者対抗力がありません。
【問８】× ［債権の二重譲渡と優劣の基準］
Ａ →→→→→→→→ Ｂ
↓ ↓
↓ ↓ 二重譲渡
確定日付Ｃ ↓
10/10 付↓
Ｅ 確定日付10/9 付
債権譲渡の通知は，意思表示と同じく到達によって効力を生じます。
債権が二重譲渡され，ともに「確定日付のある証書」による通知があったときは，その優劣
は，確定日付の先後ではなく，通知が債務者に到達した日時の先後によって決定されます。
先日付（10／９）のＥが，後日付（10／10）のＣに優先するとは限らないのです。
【問９】× ［差押命令と確定日付ある通知の優劣］
Ｄ→→→→→→→→→→
↓ ②差押命令
（債権者）Ｂ→→→→→→→→→→ Ｃ
↓ ①確定日付通知
譲渡↓
↓
Ａ（譲受人）
差押命令の送達は，確定日付による通知と同じ効力を有しますから，その送達前に，確定日
付のある譲渡の通知が債務者Ｃに届いていれば，Ｃは，差押債権者Ｄの取立てに応じる必要は
ありません。双方が債務者へ到達した場合，その優劣は，送達・通知の到達の先後によって決
定するからです。
【問10】○ ［同時に到達した通知と差押命令］
「確定日付証書による通知」と「差押命令」とが，同時に債務者Ｂに到達した場合，譲受人
Ｃと差押債権者Ｅは，ともに有効な対抗力を有することとなり，互いに優先を主張することは
できません。したがって，一方のＣから請求を受けた債務者Ｂは，他方のＥに対する弁済，供
託その他の債権消滅事由がない限り，同順位のＥが存在することを理由として，Ｃからの請求
を拒むことはできないのです。
【問11】× ［同時到達した債権譲渡の効力］
【判例】によれば，債権が二重譲渡され，確定日付のある譲渡通知が「同時に債務者に到達
したとき」は，各譲受人は，債務者に対しそれぞれ債権全額の弁済を請求できます。「債権金
額基準で按分した金額」ではありません。
譲受人の１人から請求を受けた債務者は，他の譲受人に対する弁済その他の債務消滅事由が
存在しない限り，弁済の責を免れることができないのです。
【問12】○ ［異議をとどめない承諾の対抗力］
債務者が，①異議をとどめないで譲渡の承諾をしたときは，譲渡人に対抗することができた
事由があっても，これをもって譲受人に対抗することができません。異議をとどめない承諾に
公信力を与えて，承諾を信頼した譲受人を保護するためです。
したがって，債務者Ｂが，譲渡人Ａに対して相殺適状にある反対債権を有していても，これ
をもって，善意の譲受人Ｃの債権と相殺することはできません。
しかし，譲渡人Ａが，②通知をしたにとどまるときは，債務者Ｂは，その通知を受けるまで
にＡに対して生じた事由をもって譲受人Ｃに対抗することができるため，自分の反対債権でＣ
の債権と相殺することができます。
□■ ２ 相殺／問題編
【問１】
ＡはＢに対して土地を2,000万円で売却し，その代金債権を有している。一方，ＢはＡに対
して同じく2,000万円の貸金債権を有している。この場合，Ｂは東京で2,000万円の土地代金
を支払い，Ａは大阪で2,000万円の借金を返済することになっているときは，相殺をすること
はできない。
【問２】
ＡがＢに対して100万円の金銭債権，ＢがＡに対して100万円の同種の債権を有する場合（Ａ
Ｂ間に特約はないものとする），Ａの債権について弁済期の定めがなく，Ａから履行の請求が
ないときは，Ｂは，Ｂの債権の弁済期が到来しても，相殺をすることができない。（7-8-2）
【問３】
ＡはＢに対して土地を1,000万円で売却し，その代金債権を有している。一方，ＢはＡに対
して同じく1,000万円の貸金債権を有している。この場合，両者の債権が相殺適状になった後，
ＡがＢに対して相殺の意思表示をしたときは，その効力は相殺適状が生じた時にさかのぼって
発生する。
【問４】
ＡはＢに対して土地を2,000万円で売却し，その代金債権を有している。一方，ＢはＡに対
して同じく2,000万円の貸金債権を有している。この場合，ＡがＢに対して相殺の意思表示を
するときは，たとえば，「この意思表示は10日後に効力を生ずるものとする」という期限を付
すことができる。
【問５】
ＡはＢに対して土地を1,000万円で売却し，その代金債権を有している。一方，ＢはＡに対
して同じく1,000万円の貸金債権を有している。この場合，両者の債権が相殺適状になった後，
Ａの代金債権について消滅時効が完成したときには，Ａの方から相殺を主張することはできな
い。（7-8-1）（16-8-3）
【問６】
ＡがＢに対して100万円の金銭債権，ＢがＡに対して100万円の同種の債権を有する場合
（ＡＢ間に相殺の特約はないものとする），Ａの債権が，Ｂの不法行為によって発生したもの
であるときには，Ｂは，Ｂの債権をもって相殺をすることができない。（7-8-3）
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【問７】
Ａは，Ｂ所有の建物を賃借し，毎月末日までに翌月分の賃料50万円を支払う約定をした。ま
たＡは敷金300万円をＢに預託し，敷金は賃貸借終了後明渡し完了後にＢがＡに支払うと約定
された。この場合，ＡがＢに対し不法行為に基づく損害賠償請求権を有したときは，Ａは，こ
のＢに対する損害賠償請求権を自働債権として，弁済期が到来した賃料債務と対当額で相殺す
ることはできない。（16-8-2）
【問８】
ＡがＢに対して100万円の金銭債権，ＢがＡに対して100万円の同種の債権を有する場合（Ａ
Ｂ間に相殺の特約はないものとする），ＣがＡの債権を差し押えた後，ＢがＡに対する債権を
取得したときは，Ｂは，Ａに対して相殺をすることができるが，それをもってＣに対抗するこ
とはできない。（7-8-4）
【問９】
Ａは，Ｂ所有の建物を賃借し，毎月末日までに翌月分の賃料50万円を支払う約定をした。ま
たＡは敷金300万円をＢに預託し，敷金は賃貸借終了後明渡し完了後にＢがＡに支払うと約定
された。この場合，Ａは，Ｂが支払不能に陥ったときは，特段の合意がなくても，Ｂに対する
敷金返還請求権を自働債権として，弁済期が到来した賃料債務と対当額で相殺することができ
る。（16-8-1）
＊＊＊ ２ 相殺／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［履行地の異なる債務の相殺］
相殺は，意思表示によって簡易決済する制度ですから，決済の条件が整えば，東京・大阪と
いうように，債務の履行地が異なるときでもすることができます。
【問２】× ［相殺適状──自働債権の弁済期］
Ａの債権に「弁済期の定めがなく」，Ａから「履行の請求がないとき」，Ｂの債務については
弁済期が到来していません。Ｂは期限の利益を放棄して，いつでも弁済できる状態にあります
から，Ｂの債権（Ａの債務）の「弁済期が到来」していれば，直ちに相殺することができます。
＊ 相殺は，意思表示でする弁済と考えればわかりやすいでしょう。
→→→ 受働債権→→→→→→→ 弁済期にない（まだ期限の利益がある）
Ａ Ｂ
←←←←← 自動債権で相殺←←
弁済期到来＊Ｂは期限の利益を放棄して相殺（弁済）できる
＊ 債務者であるＡは，弁済期までは支払う必要がない期限の利益を有していますから，Ｂが相殺に
用いる自働債権は，必ず弁済期が到来していなければなりません。でないと，Ａの期限の利益を一方的
に奪ってしまうことになるからです。
【問３】○ ［相殺の遡及効］
相殺の意思表示は，双方の債務が互いに相殺に適するようになった時（相殺適状が生じた
時）にさかのぼってその効力を生じます。
相殺適状が生じればその時に，当事者には相殺に対する期待（対当額で清算されるという期
待）が生じているのが通常ですから，民法は，この期待を保護したのです。
【問４】× ［相殺と期限］
相殺の意思表示に，期限を付けることはできません。相殺の効果は遡及しますから，期限を
付けても意味がないのです。
【問５】× ［時効消滅した自働債権による相殺］
（時効消滅）債権→→→→→→→→→→
Ａ 相殺適状Ｂ
←←←←←←←←←← 債権
Ａの代金債権が時効消滅した後でも，その消滅時効完成前にＢの金銭債権と相殺適状になっ
ていたときは，Ａは相殺することができます。
相殺できる状態に達したときは，特に相殺の意思表示をしなくても，当事者は当然に清算さ
れたように考えるのが通常ですから，この信頼を保護したのです。
【問６】○ ［不法行為債権（受動債権）に対する相殺］
不法行為債権（受働債権）
→→→→→→→→→→→→→→
被害者Ａ Ｂ 加害者
←←←← 相殺禁止←←←←←
金銭債権（自働債権）
被害者Ａの債権が，加害者Ｂの不法行為によって発生した損害賠償請求権である場合，加害
者Ｂから相殺による決済は許されません。不法行為に基づく損害賠償請求権を受働債権とする
ことは許されないのです。
不法行為の被害者Ａには，必ず現実の弁済が得られるよう保障するためで，「薬代は現金で」
ということです。
【問７】× ［不法行為債権（自働債権）による相殺］
賃料債権弁済期到来
→→→→→→→→→→→→
______賃貸人Ｂ Ａ 賃借人（被害者）
←←←←←←←←←←←←
損害賠償請求権（自働債権）
被害者Ａは，不法行為に基づく損害賠償請求権を自働債権として，賃料債務と相殺すること
ができます。加害者（不法行為者）の方から，被害者の損害賠償請求権を受働債権とする相殺
が許されないのは，被害者に現実の弁済を受けさせるためですから，被害者の方で相殺による
決済を望んでいれば，これを認めても支障はないのです。
【問８】○ ［相殺の禁止──支払いの差止めを受けた受働債権］
Ｃ
↓ 差押え
↓
→→ 受働債権→→→→→→
Ａ Ｂ
←←←←←← 自働債権←←
Ａの債権が差し押さえられた後に，Ｂが，Ａに対する債権を取得しても，その債権による相
殺をもって，差押債権者Ｃに対抗することはできません。
先に差し押さえられたＡの受働債権は，差押債権者Ｃに弁済すべきことになるからです。
【問９】× ［敷金返還請求権による相殺］
賃料債権弁済期到来
→→→→→→→→→→→→→
賃貸人Ｂ Ａ 賃借人
←←←←←←←←←←←←←
弁済期にない！ 敷金返還請求権（自働債権）
賃借人Ａは，敷金返還請求権を自働債権として，賃料債務と相殺することはできません。
相殺に用いる自働債権は，必ず弁済期にあることが必要ですが，敷金については，「賃貸借終
了後明渡し完了後」に支払うという約定がありますから，敷金返還請求権（Ｂの債務）の弁済
期はまだ到来していないのです。
Ｂが支払不能になれば直ちに敷金を返還するというような「特段の合意」がない以上，これ
を自働債権として相殺することはできません。
□■ ３ 危険負担／問題編
【問１】
ＡがＢに対し，Ａ所有の建物を売り渡し，所有権移転登記を行ったが，まだ建物の引渡しは
していない場合で，代金の支払いと引換えに建物を引き渡す旨の約定がある。この場合，代金
の支払い及び建物の引渡し前に，その建物が地震によって全壊したときは，Ａは，Ｂに対して
代金の支払いを請求することはできない。（8-11-1）（1-9-1）
【問２】
Ａ所有の家屋につき，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が成立した。この場合，家屋の所
有権移転登記後，引渡し前に，その家屋が放火によって半焼した場合，Ｂは，Ａに対し代金の
減額を請求することができる。（1-9-2）（8-11-2）
【問３】
Ａ所有の建物につき，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が成立した。この場合で，Ａの海
外出張が決まったら売却する旨の条件が付けられている場合，条件の成否が未定のうちに，建
物が大地震により滅失したときは，Ａは売買代金債権を失う。
【問４】
Ａ所有の建物につき，Ａを売主，Ｂを買主とする売買契約が成立した。この場合，移転登記
後，引渡し前にＡが自己の失火により建物を半焼させた場合は，Ａの債務不履行となり，Ｂは
売買契約を解除できる。（1-9-3）
【問５】
平成19年９月１日にＡ所有の甲建物につきＡＢ間で売買契約が成立し，当該売買契約におい
て同年９月30日をもってＢの代金支払と引換えにＡは甲建物をＢに引き渡す旨合意されていた。
この場合，甲建物が同年８月31日時点でＡＢ両者の責に帰すことができない火災により滅失し
ていたときは，甲建物の売買契約は有効に成立するが，Ａの甲建物引渡し債務も，Ｂの代金支
払債務も共に消滅する。（19-10-1）
【問６】
平成19年９月１日にＡ所有の甲建物につきＡＢ間で売買契約が成立し，当該売買契約におい
て同年９月30日をもってＢの代金支払と引換えにＡは甲建物をＢに引き渡す旨合意されていた。
この場合，甲建物が同年９月15日時点で自然災害により滅失しても，ＡＢ間に「自然災害によ
る建物滅失の危険は，建物引渡しまでは売主が負担する」との特約があるときには，Ａの甲建
物引渡し債務も，Ｂの代金支払債務も共に消滅する。（19-10-4）
＊＊＊ ３ 危険負担／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［特定物における危険負担──債権者主義］
「地震によって全壊」というのは，建物の滅失（履行不能）が債務者の責任ではない，つま
り債務不履行ではなく，危険負担の問題であることを示しています。
民法上，建物・土地など特定物に生じた滅失・損傷の損害（危険）は，債権者が負担します
から，引渡し前に，「その建物が地震によって全壊」し，売主Ａの建物引渡債務が全部不能に
より消滅しても，債権者である買主Ｂの代金支払債務は存続するため，Ａは，Ｂに代金の支払
いを請求することができます。
＊ 建物が滅失した損害（危険）は，買主（債権者）が負担することになりますから，これを危険負
担における債権者主義といいます。
滅失！
引渡債務／消滅←←←←← × ←←←←← 引渡債権
（債務者）売主Ａ 買主Ｂ（債権者）
代金債権→→→→→ ○ →→→→→ 代金債務／存続
＊ 危険負担の場合，債権者・債務者の区別は，履行不能となった債務で判断されます。建物の売買で
いえば，売主が建物引渡しの債務者，買主が建物引渡しの債権者となります。
＊ 目的物が地震・風災害など天災事変（不可抗力）によって全壊・損傷したときでも，買主は代金を
支払わなければならないという債権者主義は，大変評判が悪く，実務では，危険負担に関する取り決め
がなされるのが普通です。
■債権者の危険負担（533条）─────────────────────────────
特定物に関する物権の設定または移転を双務契約の目的とした場合において，その物が債務者の責め
に帰することができない事由によって滅失し，または損傷したときは，その滅失・損傷は，債権者の負
担に帰する。
──────────────────────────────────────────
【問２】× ［特定物における危険負担──債権者主義］
引渡し前に，「家屋が放火によって半焼した」場合でも，買主Ｂは，代金の減額を請求する
ことはできません。不可抗力による損失は，債権者である買主が負担しなければならないから
です。
＊ 特定物についての滅失または損傷は，債権者が負担しますから，売主Ａの建物引渡債務が一部不
能になっても，債権者である買主Ｂの代金全額の支払債務は存続するのです。
【問３】○ ［停止条件付双務契約における危険負担］
「海外出張が決まったら売却する」という停止条件がある場合，その条件が成否未定の間に，
目的物が債務者の責めに帰することができない事由により滅失したときは，その損失（危険）は
債務者が負担します（債務者主義）。
つまり，建物が大地震により滅失したときは，売主Ａは「売買代金債権を失う」ことになる
のです。
【問４】○ ［債務不履行］
契約成立後，建物の引渡し前に，売主Ａが「自己の失火により建物を半焼させた」場合は，
Ａの責めに帰すべき債務不履行となり，危険負担の問題ではありません。したがって，買主Ｂ
は，債務不履行を理由に契約を解除できます。
危険負担は，履行不能（全部または一部）が債務者の責めに帰することができない事由による
場合，つまり，自然災害や他人の放火など不可抗力の場合に問題となるのです。債務者の故意
・過失による履行不能とはまったく異なります。
【問５】× ［原始的不能］
契約成立の時点で，すでに契約の目的物である甲建物が滅失していれば，売主Ａの引渡しは
はじめから実現不可能であり，契約は無効です。これを原始的不能といいます。
原始的不能の場合には，Ａの建物引渡債務もＢの代金支払債務も，はじめから効力が生じて
いない，つまり発生していないのですから，そもそも「消滅する」ということもありません。
＊ 契約成立後に建物が滅失すれば，危険負担か債務不履行か，どちらかの問題となります。
【問６】○ ［債務者負担の特約がある場合］
自然災害による危険（損害）は，「売主が負担する」という債務者負担の特約がある場合に
は，甲建物が自然災害により滅失すれば，債務者Ａの引渡債務も，債権者Ｂの代金支払債務も
ともに消滅します。
□■ ４ 同時履行の抗弁権／問題編
【問１】
動産売買契約における目的物引渡債務と代金支払債務とは，同時履行の関係に立つ。
（15-9-1）
【問２】
金銭の消費貸借契約の貸主が，借主の借金に係る抵当権設定登記について，その抹消登記手
続の履行を提供しない場合，借主は，当該借金の弁済を拒むことができる。（11-8-4）
【問３】
居住用不動産の売買契約において，当該契約の締結は第三者の詐欺によるものであったとし
て，買主が契約を取り消した場合，買主は，まず登記の抹消手続を終えなければ，代金返還を
請求することができない。（4-8-4）
【問４】
宅地の売買契約が解除された場合で，当事者の一方がその原状回復義務の履行を提供しない
とき，その相手方は，自らの原状回復義務の履行を拒むことができる。（11-8-2）
【問５】
ＡはＢとの間で，土地の売買契約を締結し，Ａの所有権移転登記手続とＢの代金の支払を同
時に履行することとした。決済約定日に，Ａは所有権移転登記手続を行う債務の履行の提供を
したが，Ｂが代金債務につき弁済の提供をしなかったので，Ａは履行を拒否した。この場合，
Ｂは，履行遅滞に陥り，遅延損害金支払債務を負う。（18-8-1）
【問６】
ＡはＢとの間で，土地の売買契約を締結し，Ａの所有権移転登記手続とＢの代金の支払を同
時に履行することとした。決済約定日に，Ａは所有権移転登記手続を行う債務の履行の提供を
したが，Ｂが代金債務につき弁済の提供をしなかったので，Ａは履行を拒否した。この場合，
Ａは，一旦履行の提供をしているので，これを継続しなくても，相当の期間を定めて履行を催
告し，その期間内にＢが履行しないときは土地の売買契約を解除できる。（18-8-2）
＊＊＊ ４ 同時履行の抗弁権／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】○ ［双務契約と同時履行の抗弁権］
動産・不動産とも売買のような双務契約では，当事者双方は，<相手方が債務の履行を提供
するまでは，自分の債務の履行を拒否することができる> という同時履行の抗弁権が認められ
ています。同時に履行するのが，公平だからです。
不動産売買契約では，買主の代金支払債務と，売主の不動産引渡し・登記移転義務は，同時
履行の関係に立つことになります。これは確定した【判例】です。
【問２】× ［弁済と抵当権の抹消登記］
【判例】によれば，債務の弁済は，その債務を担保するために設定された抵当権の抹消登記
手続よりも，先に履行しなければならず（先履行の関係），同時履行の関係にはありません。
借主は，貸主が抵当権の抹消登記手続の履行を提供しない場合でも，先に弁済する必要があ
ります。
【問３】× ［取消しによる原状回復義務と同時履行の抗弁権］
売買契約が詐欺を理由に取り消された場合，当事者双方は互いに，給付された物を返還する
原状回復義務を負うことになりますが，この場合，もとの契約が売買のような双務契約である
ときは，互いの原状回復義務も同時履行の関係に立ちます。
つまり，売主の代金返還義務と，買主の登記抹消義務とは同時履行の関係に立ちますから，
買主は，先に登記の抹消手続を終える必要はなく，それと引換えに代金返還を請求することが
できます。
【問４】○ ［解除による原状回復義務と同時履行の抗弁権］
売買契約が解除された場合，当事者双方は互いに，相手方を契約のなかった原状に戻す原状
回復義務を負いますが，この義務は同時履行の関係に立ちます。
一方が原状回復義務の履行を提供しないときは，相手方も，自分の原状回復義務の履行を拒
むことができます。
【問５】○ ［同時履行と履行遅滞］
「同時に履行する」という約定がある場合，決済約定日（弁済期）に，Ａが履行の提供をし
たにもかかわらず，Ｂが弁済の提供をしなければ，Ｂは履行遅滞となり，損害賠償として遅延
損害支払債務が生じます。
【問６】○ ［履行の提供継続と契約解除］
同時履行の関係に立つＡが，一旦履行の提供をしている以上，Ｂはすでに履行遅滞となって
おり，Ａは契約解除できる状態にあります。したがって，Ａは履行の提供を継続しなくても，
相当期間を定めて履行を催告し，期間内にＢが履行しないときは，契約を解除できます。
□■ ５ 契約の解除／問題編
【問１】
Ａは，Ｂ所有の建物を購入した。この場合，Ｂが約定の期日に建物を引き渡さないときは，
Ａは直ちに契約を解除することができる。
【問２】
Ａがその所有地をＢに売却する契約をＢと締結したが，その後Ｂが資金計画に支障を来し，
Ａが履行の提供をしても，Ｂが残代金の支払いをしないため，Ａは契約を解除しようとしてい
る。この場合，Ａは，Ｂに対し相当の期間を定めて履行を催告し，その期間内にＢの履行がな
いときは，その契約を解除し，あわせて損害賠償の請求をすることができる。（5-7-1）
【問３】
Ａが，Ｂに建物を3,000万円で売却した場合に，Ｂが代金を支払った後Ａが引渡しをしない
うちに，Ａの過失で建物が焼失したときは，Ｂは，Ａに対し契約を解除して，代金の返還，そ
の利息の支払い，引渡し不能による損害賠償の各請求をすることができる。（10-8-3）
【問４】
契約の解除後の原状回復において，返還すべき金銭があるときは，解除の時点からの利息を
付さなければならない。
【問５】
Ａが，Ｂに建物を3,000万円で売却した場合に，特約でＢに留保された解除権の行使に期間
の定めのない場合，Ａが，Ｂに対し相当の期間内に解除するかどうか確答すべき旨を催告し，
その期間内に解除の通知を受けなかったとき，Ｂは，契約を解除できなくなる。（10-8-4）
【問６】
Ａが，Ｂに建物を3,000万円で売却した場合に，Ａが定められた履行期に引渡しをしないと
きは，Ｂは，3,000万円の提供をしないで，Ａに対して履行の催告をしたうえ契約を解除でき
る。（10-8-1）（8-9-3）（4-8-2）
【問７】
ＡとＢが，Ｃから土地を購入し，Ｃに対する代金債務については連帯して負担する契約を締
結した場合で，ＡとＢの共有持分及び代金債務の負担部分はそれぞれ１／２とする旨の約定が
あるときに，Ｃが，本件売買契約を解除する意思表示をＡに対してした場合，その効力はＢに
も及ぶ。（8-4-4）
【問８】
ＡはＢに甲建物を売却し，ＡからＢに対する所有権移転登記がなされた。この場合，ＢがＢ
の債権者Ｃとの間で甲建物につき抵当権設定契約を締結し，その設定登記をした後，ＡがＡＢ
間の売買契約を適法に解除したとき，Ａはその抵当権の消滅をＣに主張できない。
（16-9-1）（8-5-3）
【問９】
Ａ所有の土地について，ＡがＢに，ＢがＣに売り渡し，ＡからＢへ，ＢからＣへそれぞれ所
有権移転登記がなされた。この場合，Ｃが移転登記を受ける際に，既にＡによりＡＢ間の売買
契約が解除されていることを知っていた場合，Ｃは，Ａに対して土地の所有権の取得を対抗で
きない。（8-5-4）（13-5-3）
【問10】
居住用不動産の売買契約において，買主のローン不成立のときは契約を解除することができ
る旨の定めが当該契約にある場合に，ローンが不成立となったときは，売主がその事実を知っ
ていても，買主が解除の意思表示をしない限り，契約は解除されない。（4-8-3）
【問11】
Ａがその所有地をＢに売却する契約をＢと締結したが，その後Ｂが資金計画に支障を来し，
Ａが履行の提供をしても，Ｂが残代金の支払いをしないため，Ａは契約を解除しようとしてい
る。この場合，ＡがＢに対し履行を催告し，その催告期間が不相当に短いときでも，催告の時
より起算して客観的に相当の期間を経過して，Ｂの履行がないときは，Ａは，改めて催告しな
くても，契約を解除することができる。（5-7-2）
【問12】
Ａが，Ｂ所有の建物を代金8,000万円で買い受け，即日3,000万円を支払った場合で，残金
は３ヵ月後所有権移転登記及び引渡しと引換えに支払う旨の約定があるときに，Ａは，履行期
前でも，Ｂに残金を提供して建物の所有権移転登記及び引渡しを請求し，Ｂがこれに応じない
場合，売買契約を解除することができる。（8-9-1）
【問13】
Ａがその所有地をＢに売却する契約をＢと締結したが，その後Ｂが資金計画に支障を来し，
Ａが履行の提供をしても，Ｂが残代金の支払いをしないため，Ａは契約を解除しようとしてい
る。この場合，ＡがＢに対し相当の期間を定めて履行を催告した際，あわせて「催告期間内に
履行がないときは，改めて解除の意思表示をしなくても，契約を解除する」との意思表示をし，
かつ，その期間内にＢの履行がない場合でも，Ａがその契約を解除するには，改めて解除の意
思表示をする必要がある。（5-7-4）
【問14】
Ａが，Ｂに建物を3,000万円で売却した場合に，Ｂが建物の引渡しを受けて入居したが，２
ヵ月経過後契約が解除されたときは，Ｂは，Ａに建物の返還とともに，２ヵ月分の使用料相当
額を支払う必要がある。（10-8-2）
【問15】
売主が，買主の代金不払を理由として売買契約を解除した場合には，売買契約はさかのぼっ
て消滅するので，売主は買主に対して損害賠償請求はできない。（17-9-2）
【問16】
Ａが，Ｂ所有の建物を代金8,000万円で買い受け，即日3,000万円を支払った場合で，残金
は３ヵ月後所有権移転登記及び引渡しと引換えに支払う旨の約定があるときに，Ａが，履行期
に残金を提供し，相当の期間を定めて建物の引渡しを請求したにもかかわらず，Ｂが建物の引
渡しをしないので，ＡがＣの建物を賃借せざるを得なかった場合，Ａは，売買契約の解除のほ
かに，損害賠償をＢに請求することができる。（8-9-4）
＊＊＊ ５ 契約の解除／解答解説編＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
【問１】× ［履行遅滞による契約解除］
売主Ｂが「約定の期日に建物を引き渡さない」のは，履行遅滞です。履行遅滞があっても，
買主Ａは「直ちに」契約を解除することはできません。
売主Ｂに対して相当の期間を定めて履行を催告し，その期間内に履行がない場合に解除でき
るのです。
【問２】○ ［履行遅滞による契約解除］
「Ａが履行の提供をしても，Ｂが残代金の支払いをしない」のですから，買主Ｂは履行遅滞
にあります。したがって，売主Ａは，Ｂに対し相当の期間を定めて履行を催告し，その期間内
に履行がないときには，契約を解除し，あわせて損害賠償の請求をすることができます。
【問３】○ ［履行不能による契約解除等］
売主Ａが「引渡しをしないうちに，Ａの過失で建物が焼失」したというのは，債務の履行が，
債務者Ａの責めに帰すべき事由（帰責事由）によって履行不能となったということです。
この場合，買主Ｂは，履行不能を理由に，催告することなく直ちに契約を解除して，①代金
の返還，②受領時からの利息の支払い，③履行不能による損害賠償の各請求をすることができ
ます。
【問４】× ［解除の効果］
解除後に金銭を返還するときは，その受領時からの利息をつけなければなりません。「解除
の時点」からではないのです。
契約が解除されると，契約ははじめから存在しなかったことになり，受領の根拠を失うから
です。
【問５】○ ［催告による解除権の消滅］
買主Ｂの「解除権の行使に期間の定めのない」場合，売主Ａは，Ｂに対し相当の期間を定め
て，契約を解除するかどうか確答せよと催告できます。その期間内にＡが解除通知を受けなか
ったときは，Ｂの解除権は消滅し，もはや契約を解除できなくなります。
解除権の行使について期間の定めがないときは，相手方は解除されるかどうか不安定な状態
におかれますから，解除権者に対して，解除するかどうか確答せよと催告できます。そして，
解除の通知がないときは，催告を無視した解除権者の解除権を消滅させて契約をそのまま存続
させ，相手方を保護したのです。
【問６】× ［弁済の提供と契約解除］
売主Ａが「履行期に引渡しをしない」場合でも，買主Ｂは代金3,000万円を提供しなければ，
履行を催告しただけでは契約を解除できません。
売買契約の場合，双方には同時履行の抗弁権がありますから，履行期に引渡しをしないから
といって必ずしも履行遅滞にあるわけではないのです。買主が契約解除するには，売主が履行
遅滞になければなりませんが，そのためには，買主は自ら履行の提供をして，売主の同時履行
の抗弁権を消滅させる必要があるのです。
代金3.000万円の提供のないＢの単なる催告は，Ａを履行遅滞にすることはできず，したが
って，その催告に基づく解除は効力を生じません。
【問７】× ［解除権の不可分性］
債権者Ｃが，連帯債務者Ａに対してのみ解除の意思表示をしても，その効力はＢには及びま
せん。これは，解除権の特質によるもので，連帯債務のように，当事者の一方が数人ある場合，
契約の解除は，その全員から，またはその全員に対してのみ，することができます（解除権の
不可分性）。一部の者とだけ解除の効果を認めると，法律関係が複雑になるからです。
【問８】○ ［解除前の第三者──抵当権者］
契約を解除しても，その解除前に対抗要件を備えた第三者の権利を害することはできません。
つまり解除前に，すでに抵当権設定登記を備えた第三者Ｃに対し，売主Ａは，抵当権の消滅を
主張できないのです。
【問９】× ［解除後の第三者］
すでにＡＢ間の売買契約が解除されている場合，解除したＡと，解除後に取引関係に立った
第三者Ｃとは，二重譲渡と同様の対抗関係が生じ，善意・悪意に関係なく，登記の先後で優劣
が決定されます。先に移転登記を備えたＣは，解除を知っていても，Ａに対して所有権取得を
対抗できます。
【問10】○ ［解除権留保の約定解除］
「買主のローン不成立のときは契約を解除することができる」というように，契約であらか
じめ解除権を留保している場合（これを約定解除権といいます）は，「ローンが不成立となっ
た」という停止条件が成就したときに，解除権が発生します。
解除は，相手方に対する意思表示によってしますから，たとえ売主がローン不成立の事実を
知っていても，買主が解除の意思表示をしない限り，契約は解除されません。
【問11】○ ［不相当に短い催告期間］
「催告期間が不相当に短いとき」でも，その催告は有効であり，催告の時から起算して客観
的にみて解除の意思表示をするまでに相当の期間を経過していれば，「改めて催告しなくて
も」解除権は発生します。
買主Ｂはすでに履行遅滞にあるのですから，再度の催告は不要とされるのです。
【問12】× ［履行期前の履行の提供］
「残金は３ヵ月後所有権移転登記及び引渡しと引換えに支払う」旨の約定がありますから，
これが履行期限となります。履行期前に，買主Ａが残金を提供しても（弁済の提供），これは，
自らが有する期限の利益を放棄したにすぎず，売主Ｂは，いまだ期限の利益を有しています。
したがって，Ｂが履行遅滞になることはなく，Ａの請求に応じなくても，Ａは契約を解除する
ことはできません。
【問13】× ［解除権につけた条件］
解除の意思表示に条件をつけることは，相手方の立場をひどく不安定にしますから，原則と
して許されません。
しかし，「催告期間内に履行がないときは，改めて解除の意思表示をしなくても，契約を解
除する」という条件は，すでに履行遅滞にある買主をとくに不利益にするというものではあり
ませんから，催告期間内にＢの履行がない場合でも，売主Ａは，改めて解除の意思表示をする
必要はないのです。
【問14】○ ［契約解除と使用利益の返還義務］
契約が解除された場合，双方の債権・債務ははじめにさかのぼって消滅しますから，すでに
なされた給付は法律上の原因を失うこととなり，したがって，不当利得として互いにこれを返
還する原状回復義務を負うこととなります。
これにより，給付がなかったと同一の財産状態（原状）を公平に回復するためには，売主Ａ
には，受領した代金に利息をつけて返還させ，買主Ｂには，建物の返還とともに，２ヵ月分の
使用料相当額（使用利益）を返還させる必要があります。
【問15】× ［解除による損害賠償請求権］
買主の債務不履行を理由に契約を解除した場合，売主は，損害賠償請求ができます。
確かに，契約が解除されると，債権・債務ははじめから存在しなかったことになりますから，
債務不履行による損害賠償請求権も生じなかったはずです。しかし，解除権者を保護するため
に，解除の遡及効（そきゅうこう）に制限を加え，解除があっても損害賠償請求権を存続させ
たのです。
【問16】○ ［契約解除と損害賠償請求］
買主Ａが「履行期に残金を提供し，相当の期間を定めて建物の引渡しを請求した」にもかか
わらず，建物の引渡しをしない売主Ｂは履行遅滞ですから，Ａはそれを理由に契約を解除し，
損害があればその賠償を請求できます。
Ｂの債務不履行が原因で，Ａは賃料を払って「Ｃの建物を賃借せざるを得なかった」のです
から，Ａは，その分の損害をＢに請求できるのです。
（この項終わり）__
